
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [246,850円]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [20.5%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　：　高い高齢化率に加え、大型の事業所等が少なく税収については年々伸び悩みの傾向にあるため、企業誘致や徴収率向
上に努めるとともに、人件費削減、投資的経費の抑制を徹底するために、組織の見直し（１３課２室体制から６課２室体制）を行い、合わせ
て持続性のある事務事業等の見直しを継続し、さらなる財政の健全性を図っていく。

経常収支比率　：　対前年比で+3.7%とポイントが上がったが、主要因としては、前年度実施した人件費カットの復元分で+1.6%、簡易水道
特別会計等への繰出金で+2.4%の増加、公債費の減により-2.0%の減少等が上げられる。今後は、職員数削減、指定管理者制度の有効活
用、地方債の計画的な借入・償還などの義務的経費の抑制に努め、85.0%以下を目標に改善を進める。

実質公債費比率　：　類似団体平均を5.4%上回っている。要因としては、普通会計における公債費の抑制が進む中で、下水道事業の特別
会計にて処理区域拡大のための事業を継続実施中であり、その事業財源として多額の地方債を発行している。今後の指数については、
減少傾向を予測しているが、今後は、町会計全体における統一的な地方債発行・償還を十分に調整し、総体的な財政の健全運営に努め
るべく、事業選定段階からの事業精査を実施していく。

人口１人当たり地方債現在高　：　類似団体平均を下回っているが、重点事業としてのCATVデジタル化事業等、新規発行の地方債が予
定されているため、事業内容の精査等十分な検討を行った上で、地方債残高の大幅な縮小に向け財政運営上の最重要課題として取り組
んでいく。

ラスパイレス指数　：　地域給制度の導入に伴い、給与本給が国に比較して減小した。類似団体平均に比べても-2.6となっている。職員の年
齢構成が年々硬直化し、長期勤続者が増加していること等によりラスパイラス指数は低くなっている。今後は、職員適正化計画に基づき適
正な職員管理を実施していく。

人口１,000人当たり職員数　：　類似団体平均に比べ1.84人下回った結果となっている。他団体に比べ政策的事業を実施している中で、今後
の財政運営に健全性を持たせるためにも、職員適正化計画に基づき各種事務事業に支障をきたさない範囲の中で、職員数削減を実施し人
件費の抑制にも努めていく。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額　：　町面積に対する人口密度が少なく一般行政コストがかかりがちな傾向にある。また、降雪地域
でもあり、除排雪経費も未降雪地域と比べれば特殊要因となる。類似団体平均を17.9%上回っているのは、その他に町主要施策であるトータ
ルケア事業をはじめ、CATV事業やｲﾝﾀｰﾈｯﾄ事業、及び町民バス事業を行っているためである。今後は、独自施策を継続するためにも当該
事業にかかる事務事業等の見直しを継続し、効率な行政運営に努める。


